
◎当初予算総額の推移（一般会計）

平成３１年度の当初予算は，一般会計と国民健康保険事業特別会計ほか２特別会計を合わせる

と97億2,360万8千円となりました。また，企業会計である水道事業会計の予算は２ページ『別表

２』のとおりです。

【一般会計の状況】

一般会計は総額66億6,381万3千円で，昨年度に比べ２億81万6千円（比率で約2.9％）の減額と

なりました。これは，平成30年度において下場土地区画整理事業や栗野庁舎改修事業など大型の

建設事業を計上していたことが主な要因です。

歳出の主な増減の内容としては，町道や公営住宅等の改修等などを行う「土木費」が３億2,914

万8千円（33.6％）の減，子育て支援などを行う「民生費」が7,205万5千円（4.3％）の減，国民

体育大会リハーサル大会等の実施により「教育費」が１億3,594万円（26.8％）の増となっていま

す。その他歳出の主な内容については３～４ページをご覧ください。

一方，歳入については，「地方交付税」が普通交付税の減額見込みにより２億2,153万9千円

（8.4％）の減，町の借金である「町債」が9,600万円（14.6％）の減となっていますが，依存財

源の割合は全体の65.3％と，依然として高い状況にあります。また，自主財源である「町税」

は，企業の設備投資等に伴う固定資産税の増額見込みにより，90,715千円（9.6％）の増，基金か

らの取り崩しである「繰入金」が1,398万9千円（2.1％）の減となっています。

公金横領に伴う元職員の弁償金は67,350千円を計上しています。
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※用語解説

・ 自 主 財 源 ： 町税や使用料などのように，町が自主的に徴収・収納することができる財源。この財源が多いほど

行政活動の自主性と安定性が確保されます。

・ 依 存 財 源 ： 地方交付税や国県支出金など，国や県の制度により町に交付される財源。国の予算や施策に

大きく影響を受けます。

・ 普通交付税 ： 全国どこでも同じ行政サービスが受けられるよう，国が交付する財源。合併した本町は，特例に

より合併以後10年間は旧２町分で算定した額を交付されていましたが，平成27年度から31年度まで

の５年間で１町分の算定額へ段階的に減額されています。

年度

予算額（百万円）
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※（　）内は平成30年度

◎歳出の目的別分類の状況（一般会計）

これまでの施設整備な
どで借りた借金の返済

7 1 6 ,4 6 2 円

◎一般会計以外の各会計予算規模（別表２）

(7 2 2 ,2 8 8 )
(92,897) (85,886)

(103,140)

行政運営や地域振興，
戸籍事務など

学校，幼稚園の管理や
生涯学習の推進など

消防・救急業務など農業，林業，畜産業の
振興など

◎歳入の状況（一般会計）

議会運営，商工観光振
興，災害復旧など

(87,381)

(53,310) (40,599)(43,715) (39,792)

(175,568)

◎町民１人あたりの一般会計歳出予算額（別表１）

０．６％

区 分

▲８．３％
資本的

収 入 ２２３万７千円 １，９４５万円 ▲１，７２１万３千円 ▲８８．５％

支 出 １億３６８万５千円

０．８％

支 出 ２億１，１８８万６千円 ２億１，０４５万４千円 １４３万２千円 ０．７％

企

業

会

計

水
道
事
業
会
計

収益的

１６．５％

増減率

特
別
会
計 ▲１．３％

収 入 ２億２，６４８万８千円

１億１，３１０万７千円 ▲９４２万２千円

２億２，４７０万２千円 １７８万６千円

平成３１年度予算額 平成３０年度予算額 増 減 額

国 民 健 康 保 険 事 業 １４億９，８９５万８千円 １２億８，７１４万７千円 ２億１，１８１万１千円

後期高齢者医療事業 １億４，５８１万４千円 １億４，７７７万５千円 ▲１９６万１千円

介 護 保 険 事 業 １４億１，５０２万３千円 １４億６１３万７千円 ８８８万６千円

44,587円 41,136円

衛 生 費公 債 費

高齢者の福祉増進や子
育て支援など

道路や都市計画，公営
住宅の管理など

健康増進やごみ，し尿
の処理など

そ の 他

平成31年3月31日現在
人口： 9,301人

総 務 費

教 育 費 消 防 費農林水産業費

町 民 １ 人
あ た り の
歳 出 予 算 額

民 生 費

土 木 費

171,653円 98,762円 89,319円 86,170円

70,003円 69,089円 45,743円

自主財源

34.7％

依存財源

65.3％

町税

1,035,302

（15.5%）

繰入金

651,690

（9.8%）

諸収入

170,080

（2.6%）

使用料

及び手数料

136,339

（2.0%）

地方交付税

2,420,240

（36.3%）

国庫支出金

605,287

（9.1%）

町債

560,700

（8.4%）

県支出金

527,794

（7.9%）

その他依存財源 238,785(3.6％)
(内訳) 地方消費税交付金 161,000(2.4％)

地方譲与税 66,000(1.0％)ほか

民生費

1,596,541 

（24.0%）

総務費

918,589 

（13.8%）

公債費

830,756 

（12.5%）

衛生費

801,471 

（12.0%）

土木費

651,100

（9.8%）

教育費

642,598

（9.6%）

消防費

414,701

（6.2%）

その他 382,606(5.7％)
(内訳)

商工費 202,535(3.0％)
議会費 85,311(1.3％)
諸支出金 67,447(1.0％)
災害復旧費 24,313(0.3％)
予備費 3,000(0.1％)

単 位 ： 千 円
（ ）内は構成比

農林水産業費

425,451

(6.4％)

その他自主財源 317,596(4.8％)
(内訳) 寄附金 129,001(2.0％）

財産収入 74,510(1.1％)
繰越金 67,352(1.0％) ほか
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●産地づくり対策事業【産業振興課】

硫黄山噴火による水稲

作付中止に伴い，代替作

物への転換を行う農家の

機械導入等に対する支援

を行います。

●新規就農者等担い手

育成確保対策事業【産業振興課】

農業の担い手を育成・確保するため，Ｕ・Ｉ・

Ｊターン等による新規就農者等に対する支援を行

います。

●６次産業化支援事業【産業振興課】

農林産物等の高付加価値化により，農林業及び

関連産業の振興を図るため，加工品の開発，多様

な流通及び販路の開拓等の取組に係る経費の一部

を助成します。

●竹林整備促進支援事業【産業振興課】

放置竹林の解消と竹林

整備の促進を図るため，

竹林の整備に必要な機材

の貸し出しと，伐採費用

の助成を行います。

●アーモンド推進事業

【産業振興課】

国産アーモンドの生産拡大を図るため，アーモ

ンドの苗木購入に対する助成を行います。

●定住促進事業【企画財政課】

人口減少対策として，空家バンクに登録された

空家のリフォーム費用等に対する支援や，移住・

定住ガイドブック，地元企業等のガイドブックを

作成します。

●地域おこし対策事業

【企画財政課・産業振興課・まちづくり推進課】

地域おこし協力隊を活

用し，定住促進，観光振

興やまちづくりなど様々

な視点から地域の活性化

を図ります。

●土地改良推進事業・農業農村整備事業

【建設課】

土地改良推進事業や県営中山間地域総合整備事

業等の各種事業により，農道の整備や水路の改修

など農業基盤の整備に努めます。

●町道維持補修事業・改良舗装事業【建設課】

老朽化した町道の補修

や改良舗装，橋梁の補修

を行い，安全で利便性の

高い道路・交通体系の整

備に努めます。

●下場土地区画整理事業

【まちづくり推進課】

継続事業である下場地区の区画整理を行い，良

好な市街地を形成して地域活性化を図ります。

●消防施設整備事業【総務課】

消防水利の乏しい箇所に耐震性貯水槽を設置

し，消防力の向上を図ります。

●防災行政無線の改修

【総務課】

防災行政無線を新シス

テムへ移行するため，機

器等の更新を行います。

●交通対策事業・ＪＲ肥薩線利用促進強化事業

【企画財政課】

公共交通の利便性を図

るため，ふるさとバスを

運行するとともに，デマ

ンドタクシー導入の検討

や，県際バス，鉄道の利

用促進に向けた取組みを

行います。また，ＪＲ肥

薩線の利用促進を図るた

め，利用団体への運賃や

目的地までのバス借上料

に対する助成を行うほ

か，肥薩線全線開業110

周年記念事業を実施しま

す。

平成３１年度の当初予算に計上された主な内容についてご紹介します。
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●要保護・準要保護世帯教育扶助【教育総務課】

全ての児童・生徒

が平等に義務教育を

受けられるよう，就

学に必要な経費を負

担することが困難な

世帯に対し，学用品

等の支援を行います。

●学力向上検定料助成【教育総務課】

英語検定及び漢字検定の受検料の助成を行い，

基礎学力の向上と子育て支援を図ります。

●各学校管理・教育振興事業【教育総務課】

小中学校の適正な管理に努めるとともに，教材

備品や学校図書の更新を行い，学習環境の充実に

努めます。

●中央公民館整備事業

【生涯学習課】

栗野中央公民館大ホー

ルの照明をLEDに改修し，

利便性の向上を図ります。

●公民館活動・生涯学習活動の支援]

【生涯学習課】

両中央公民館における多彩な公民館学級の開設

や，各生涯学習団体等への支援を通して，生涯学

習のまちづくりを推進します。

●国民体育大会運営事業【総務課】

2020年に本町で開催される「国民体育大会 カ

ヌー競技」の開催に向けた取組みを行います。本

年度はリハーサル大会の実施とカヌー艇庫の整備

を行います。

●島津義弘公没後400年遺徳顕彰事業

【企画財政課・生涯学習課】

かつて松尾城を居城と

した島津義弘公の没後

400年にあたり，ゆかり

の「栗野磨欲踊」の披露

や遺徳顕彰事業を実施し

ます。

●健康増進事業【健康増進課】

各種がん検診や生活習

慣病予防のための健康教

室等を実施し，健康の保

持・増進を図ります。

●母子保健事業

【健康増進課】

妊産婦及び乳幼児の保

健指導，健康診査，相談事業を実施するほか，新

たな施策として産後間もない方の健康診査費用に

対する助成を行います。

●地域生活支援事業【長寿福祉課】

障がいのある方が，快適な日常生活や社会生活

を送れるよう，相談支援や地域活動支援など，

様々な支援を行います。

●ファミリーサポートセンターの運営

【健康増進課】

ファミリーサポートセ

ンターを設置し，子ども

の一時預かりや保育園等

への送迎など，子育て支

援を図ります。

●子育て世帯児童支援事業【健康増進課】

高校生の通学費や寮生活に対し助成を行い，子

育て世帯の負担軽減を図ります。

●高齢者訪問給食サービス事業

【長寿福祉課】

一人暮らしの高齢者等に食事を提供し，安否確

認を行うとともに，自立した生活の支援と在宅福

祉の推進を図ります。

●高齢者ふれあい活力事業【長寿福祉課】

各地区での交流活動・

福祉推進活動に対し助成

を行い，ふれあいと活力

に満ちた地域社会の形成

を図ります。
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